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１ 緑の基本計画及び生物多様性地域戦略について 

1-1 これまでの国立市緑の基本計画 

（１）緑の基本計画とは 

「緑の基本計画」とは、都市緑地法第 4 条に基づき、市町村がその区域内における緑

の保全と創出に関する取組みについて、目標とそれを実現させるための施策についてま

とめた、緑に関する総合的な計画です。 

国立市では、都市の利便性や効率性、快適性に加え、地域の自然と歴史に基づいた都

市のあり方を示し、その実現に向けた目標や指標を示すことを目的として、平成 15（2003）

年に「国立市緑の基本計画」（以下、「前計画」）を策定しました。 

 

（２）「前計画」のコンセプトと施策展開の考え方 

「前計画」は当時の緑の基本計画のなかでは特徴的な、生物多様性保全の考え方を中

心とした計画であり、「生き物と共に暮らせるまち・くにたち」をコンセプトとしていま

した。また、①自然豊かなまちづくり、②緑と文化を育むまちづくり③美しさと安らぎ

をおぼえるまちづくりの 3 つのテーマを基に、緑の将来像を描き、実現に向けた施策を

推進してきました。 

 

1-2 これからの国立市における緑の基本計画 

（１）緑の基本計画改定の考え方 

前計画の策定から 20 年が経過し、その間社会情勢は変化し、緑を取り巻く状況も変化

しています。期待される緑の機能は多岐にわたり、市民の安心安全や生活の質の向上に

直結するものもあります。前計画をアップデートするとともに、これまでの施策の整理

と新たに市民の緑に対する意識やニーズを踏まえた形で、緑の基本計画を改定します。 

 

（２）生物多様性地域戦略としての位置づけ 

「生物多様性地域戦略」とは、生物多様性基本法第 13条に基づき、生物多様性の保全

及び持続可能な利用を促進するために国が策定した国家戦略を基本にして、各地域の自

然的社会的条件に応じた生物多様性に係る課題に対して、よりきめ細やかな取り組みを

進めるための計画です。「緑の基本計画」と「生物多様性地域戦略」の策定については、

国土交通省、環境省が各々定めた「生物多様性地域戦略策定の手引き」において「緑の

基本計画を生物多様性地域戦略としても位置づけ、一本化することも１つの手法である」

とされています。 

また、生物多様性保全は世界的に重要視されており、令和 5（2023）年に閣議決定され

た「生物多様性国家戦略 2023-2030」では、生物多様性の損失を止め、回復させていくと

いう「ネイチャーポジティブ」の考え方を示しています。豊かな生物多様性から得られ

る生態系サービスを持続的に享受していくためには、ネイチャーポジティブの実現が不
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可欠であり、生物多様性、生態系サービスの基盤となる「緑」の保全が不可欠です。こ

のように、国立市のこれまでの緑の基本計画の位置づけや、社会情勢を踏まえ、緑の基

本計画改定に当たっては、生物多様性保全を最重要項目の一つとして引き続き捉え、緑

の基本計画の改定と併せ、生物多様性地域戦略を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネイチャーポジティブ実現のイメージ 

図 1-1 ネイチャーポジティブ実現のイメージ 

出典：東京都生物多様性地域戦略より抜粋 

 

（３）緑にまつわる社会情勢の変化 

緑の基本計画改定に当たって、押さえておくべき社会情勢の変化を整理しました。 

 

①地球規模での環境リスクの深刻化 

地球規模において、気候変動や自然災害の激甚化・頻発化、生物多様性の損失等の環

境リスクが深刻化し、課題となっています。 

気候変動対策では、我が国において、令和 2（2020）年に「2050 年カーボンニュート

ラル」を宣言し、令和 12（2030）年度に温室効果ガス排出量を平成 25（2013）年比で 46％

削減することを目標としました。東京都で

は、令和 12（2030）年までに温室効果ガス排

出量を 2000 年比で 50％削減する「カーボン

ハーフ」を表明し、「ゼロエミッション東京

戦略」の取組を加速しています。本市におい

ても、令和 3（2021）年 2月にゼロカーボン

シティを表明し、温室効果ガス排出量を令和

12（2030）年度までに、平成 25（2013）年度

比で 60%以上削減する目標に取り組んでい

ます。 

 

 

  

図 1-2 地球温暖化のしくみ 

出典：温室効果ガスインベントリオフィス／全国地

球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 
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②生物多様性保全に関する世界的な取り組み 

生物多様性保全に関する世界的な取り決めとして、令和 4（2022）年 12 月、生物多様

性条約第 15 回締約国会議において、「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択さ

れました。このなかで、前述した「ネイチャーポジティブ」の考え方が示されています。

これを受け、国は生物多様性国家戦略 2023-2030 を策定、東京都も東京都生物多様性地

域戦略を改定し、ネイチャーポジティブの実現に向けた施策を推進しています。 

また、生物多様性国家戦略の目標として、令和 12（2030）年までに陸域、水域の生態

系を 30％まで回復させる「30by30」という考え方が示され、この実現が様々な地域課題

の解決につながることが示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 30by30 実現後の地域イメージ 

出典：生物多様性国家戦略 2023-2030～ネイチャーポジティブ実現に向けたロードマップ～より抜粋 

 

 

③持続可能な開発目標（SDGｓ）の達成に向けた取組みの加速 

平成 27（2015）年に国連において「持続可能な開発目標（SDGｓ）」が採択されました。

「持続可能な開発目標（SDGs）」には、令和 12（2030）年までに達成すべき 17 のゴール

と 169 のターゲットが定められ、本計画では「11 住み続けられるまちづくりを」「13 気

候変動に具体的な対策を」「15 陸の豊かさを守ろう」「17 パートナーシップで目標を達

成しよう」の目標達成に貢献する施策を展開していきます。 
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④価値観の多様化やライフスタイルの変化 

新型コロナウイルス感染症の流行により、3 密を避けることができた公園緑地の利用

率は向上し、その機能が見直されています。また、人間には“自然とつながりたい”と

いう本能的欲求（バイオフィリア） があると言われており、自然に触れることのできる

環境は、こうした欲求を充たして、リラックス効果やストレス軽減効果を与えてくれる

といわれています。緑の中で身体を動かしたり、緑に触れたり、緑を介したコミュニテ

ィ形成を図ることで、「幸福度の向上」、「生産性の向上」、「創造性の向上」など、ウェル

ビーイングの向上につながります。 

 

 

⑤グリーンインフラの推進による「自然と共生する社会」の実現 

例えば、田畑は農作物が取れるだけでなく、雨水の貯留、浸透機能により、水害の軽

減に役立ちます。また、緑地にも同じような機能のほか、地盤を支えることで土砂災害

を防止、軽減したり、空気を生み出してくれたりと、自然環境が有する多様な機能をグ

リーンインフラと呼んでいます。 

国では、令和 5（2023）年 9月に「グリーンインフラ推進戦略 2023」を策定しました。

東京都では、令和 5（2023）年に「東京グリーンビズ」を策定し、東京の緑を「活かす」

取組みの一つとして、公共用地へのグリーンインフラの先行導入を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4 グリーンインフラ概念図 

出典：東京グリーンビズ（2024 年 1 月発行）より引用 
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（４）対象とする緑について 

本計画における緑は、国立市緑化推進条例に基づく「市内にある樹林・竹林・樹木・

生垣・草花」のほか、動植物の生息する環境（農地や河川・水路含む）を対象とします。 

 

（５）緑の機能と国立市における捉え方 

本計画では、緑が持つ以下の機能について、前述した社会情勢等も踏まえつつ、維持・

創出・質向上についての考え方、施策等を示します。 

 

①生き物たちの生息空間 

・「緑」には、その環境に応じて様々な動植物が生息しています。 

・市内には多摩川や矢川、府中用水などの水辺空間、青柳崖線、立川崖線のほか社寺林など

の自然性の高いまとまった緑、公園や街路樹、花壇などの連続する身近な緑、住宅の庭や事

業地等における屋敷林や生垣などの点在する身近な緑があり、いずれも生き物たちの貴重な

生息空間となっています。 

・しかし、近年は温暖化の影響によると思われる生物相の変化や、外来種の増加、生息地の

減少などが問題となっています。 

・国立市における生物多様性保全を推進するためには、生き物の生息状況を把握し、保全に

向けた検討をする必要があります。 

 

②気温上昇の緩和や大気汚染の改善 

・樹木が作り出す木陰は、日射を遮るだけでなく、蒸散作用によって周辺の温度を下げる効

果があります。 

・地球温暖化の原因とされる温室効果ガスを吸収、固定することで、大気中の温室効果ガス

を削減してくれます。 

 

③レクリエーション・休息の場 

・「緑」は動植物の生息空間としてだけでなく、私たちのレクリエーションや休息の場として

も重要です。 

・特に、公園緑地は、子どもたちの遊びの場所となるだけでなく、自然とのふれあいの場所、

体を動かせる場所、イベントやボランティア活動など、人々が交流できる場所など、ウェル

ビーイングを向上させていく上で重要です。 

・市内には 90 を超える公園緑地が存在しますが、面積の小さい公園も多く、あまり利用され

ていない公園もあります。 

・さらに、開園してから数十年が経過した公園が多数あり、遊具などの設備が老朽化してい

ますが、市の財政状況から、最新遊具への入れ替えなどは時間を要しています。 

・また、人口減少や高齢化が進む現在、単純に面積を増やすことを考えるのではなく、ソー

シャルインクルージョンの観点も含め、だれもが活用できる、活用したくなるような魅力あ
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る公園とは何かを考えていく必要があります。  

 

④自然災害に対する都市のレジリエンス機能 

・気候変動に伴う、昨今の甚大な自然災害の発生など、都市はあらゆる問題に直面していま

す。自然災害の被害にも耐えられるレジリエント（強靭）なまちづくりが重要です。 

・都市の緑地は、気温上昇の緩和のほか、雨水の吸収や土砂災害の防止など、レジリエンス

機能の向上に向けた多面的な機能を有しています。 

・緑地が有する機能である、雨水の吸収や地下への浸透については、湧水として湧出するな

ど、国立市においても健全な水循環に貢献しています。 

・谷保第三公園や城山公園などの公園緑地は、災害時の避難場所として活用することが想定

されています。 

 

⑤四季・歴史・文化を形成する景観機能 

・「緑」は、大学通りやさくら通り、旧本田家の屋敷林など、四季の移ろい、地域の歴史や

文化を形成する機能があります。 

・これらの景観を形成する緑は、市に賑わいを創出する効果を持っています。 

・国立市らしい景観を形成する緑について、市民のニーズ等を踏まえ、後世に引き継ぐため

の課題の整理が必要です。 

・農地も国立市にとって重要な緑・景観のひとつであり、特に、南部地域を中心に広がって

います。近年は、農家の高齢化や担い手不足などから、宅地化が進んでいます。 
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（６）計画の位置付け 

本計画は、「国立市第 5期基本構想」やまちづくりの基本プランである「国立市都市計

画マスタープラン」を上位計画とし、広域的な視点として、国や東京都の諸計画と整合

を図ります。また、「国立市景観づくり基本計画」、「国立市環境基本計画」、「国立市地球

温暖化対策実行計画」「国立市総合防災計画」「農業振興計画」等と連携を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5 計画の位置づけ 

（７）計画期間 

本計画は、令和 7（2025）年から令和 16（2034）年までの 10 年間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6 計画期間 

 

（８）計画の対象区域 

計画の対象は、市全域とします。 

  

【国】 

・都市緑地法 

・都市公園法 

・生物多様性基本法 

・都市農業振興基本法 

・生物多様性国家戦略 

【東京都】 

・生物多様性地域戦略 

・  

・  

国立市第 5期基本構想 

国・東京都の諸計画 
国立市の計画 

緑の基本計画及び 
生物多様性地域戦略 

都市計画マスタープラン 

・国立市景観づくり基本計画 

・国立市環境基本計画 

・  

・国立市総合防災計画 

・農業振興計画 等 

整

合 

整

合 

連

携 

整

合 

令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年 令和13年 令和14年 令和15年 令和16年

2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年 2034年

国立市緑の基本計画
及び

生物多様性地域戦略
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●生物多様性とは 

生物多様性とは、生きものたちの豊かな個性とつながりのことです。 

地球上の生きものは 40数億年という長い歴史の中で、さまざまな環境に適応して進化し、

3,000 万種ともいわれる多様な生きものが生まれました。これらの生命は一つひとつに個性

があり、また、全てが直接的・間接的に支えあって生きています。 

その多様性には、生物多様性条約で、次の 3つのレベルがあるとしています。 

① 生態系の多様性 

森林、里地里山、河川、湿原、干潟、サンゴ礁などいろいろなタイプの自然があります 

② 種の多様性 

 動植物から細菌などの微生物にいたるまで、いろいろな生きものがいます 

③ 遺伝子の多様性 

 同じ種でも異なる遺伝子を持つことにより、形や模様、生態などに個性があります 

 

●生物多様性を保全する意味 

近年、日本では「生物多様性が危ない」と叫ばれています。原因は、大きく分けて 

・開発や乱獲で種が減ったり絶滅の危機が迫ったりしていること 

・里地里山などの手入れが不足して自然の質が低下していること 

・外来種などの持ち込みにより生態系が乱れていること 

・気候変動など地球環境が変化していること 

の４つと言われています。 

私たち人間も、きれいな水や空気、食料や薬の原料をはじめ、様々な生物多様性の恵み

（「生態系サービス」と呼ばれています）を受け取って暮らしています。毎日の食事や医療、

文化、産業のどれをとっても、自然の恵みがなければ成り立ちません。この生物多様性を保

全することは、地球で暮らす人間にとっても非常に重要なことなのです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

生態系サービス 

参考：環境省ホームページ 

https://www.env.go.jp/guide/info/ecojin/oecmsites/20230719.html 

https://www.biodic.go.jp/biodiversity/activity/policy/valuation/service.html 

コラム 「生物多様性」とは？ なぜ生物多様性を保全する必要があるの

か？ 
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２ 緑を取り巻く現状と課題 

2-1 都市特性 

（１）市の位置と地勢 

国立市は、東京都のほぼ中央部に位置し、立川市、国分寺市、府中市、日野市に接し

ています。市の面積は 8.15 ㎢であり、多摩地域 26 市の中では、狛江市に次いで 2 番目

に小さな規模となっています。 

地形構造を見ると、多摩川から北に向けて、平坦な面が階段のように並んでいます。

平坦な面は、多摩川が作り出した河岸段丘という種別の「段丘面」と、「沖積低地」、段

丘と段丘、段丘から沖積低地の境目に、かつて海面の低下に合わせて河床が下がること

によってできた、平坦な面を隔てる地形が「崖線（段丘崖）」で、武蔵野地域では、「ハ

ケ」や「ママ」と呼ばれています。平坦な面はすべてかつての多摩川の河底でした。 

 国立市には、複数の段丘面と崖線が存在しています。北から国分寺市との市境を走る

「国分寺崖線」、概ね甲州街道より北側の平坦な面は「立川段丘面」、この段丘面の南端

を走る、谷保第六公園やお鷹の森などのほか、日野バイパスを経て府中市まで伸びる崖

の連なりが「立川崖線」、谷保天満宮から西側、矢川が流れる平坦な面が「青柳段丘面」、

この段丘面の南端を走る、立川市からママ下湧水公園などを通り、谷保天満宮周辺まで

続いて不明瞭になる崖の連なりが「青柳崖線」です。 

 「崖線」は、国立市の景観を形成する重要な要素です。湧水が発生しやすい構造のた

め、市内ではいくつも水が湧き出るポイントがあり、中でもママ下湧水や谷保天満宮内

の常盤の清水は、その湧水量と透明度から、「東京の名湧水 57 選」に選ばれています。

また、「崖線」には谷保天満宮や南養寺、城山等の歴史的資源が残ります。都市と自然が

融合する、国立市ならではの風致景観を醸し出しており、崖線で隔てられた「段状の地

形」の上に、段階的に発展した個性的な「まち」が重なり合うことでできました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 地形構造 

出典：国立市湧水の保全に向けた効果的な地下水涵養施策検討業務報告書 

国分寺崖線 

立川崖線 

青柳崖線 

武蔵野段丘 

立川段丘 

青柳 

段丘 
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図 2-2 地形断面模式図 

出典：国立市景観づくり基本計画 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 地形別にみる国立市の発展 

出典：国立市景観づくり基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 集水域 

出典：国立市湧水の保全に向けた効果的な地下水涵養施策検討業務報告書  
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（２）人口の推移 

令和 6（2024）年 1月 1日現在の人口は、75,889 人となっています。 

平成 19（2007）年以降の推移をみると、一貫して増え続けていたものの、令和 5（2023）

年をピークに減少傾向にあります。 

最新の将来人口推計では、今後も減少する見通しとなっており、少子化・高齢化社会

が続くと推測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 将来人口推計 

出典：国立市住民基本台帳（各年 1 月 1 日現在）、国立市第 5 期基本構想・第 2 次基本計画 
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（３）土地利用 

国立市の土地利用は、住宅用地が市全域の約 40％を占めており、森林・農地等の自然

的土地利用は約 10％となっています。前計画策定時の平成 14（2002）年と比較すると、

人口増加により宅地開発が行われたことにより、農用地が 3.2 ポイント減少し、宅地が

2.8 ポイント増加しました。 

また、国立市全域には教育施設が点在しており、JR 国立駅や谷保駅、矢川駅等の鉄道

駅周辺は商業施設が立地しています。国立市北側は宅地や商業施設等の都市的土地利用

が多く、国立市南側は森林や農用地等の自然的土地利用が多く分布しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 土地利用構成比の推移 

出典：土地利用現況調査 
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図 2-7 土地利用現況図 

出典：令和 4 年度土地利用現況調査 
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2-2 緑の現状 

（１）緑被地・緑被率 

本市における令和 5（2023）年の緑被率は 28.0％でした。前計画策定時（平成 14（2002）

年）は 23.4％でしたが、分析方法や計測精度の向上など含め、調査手法が変化している

ことから、前計画と比較することは困難です。 

平成 14（2002）年の前計画策定時の調査は、東京都市町村自治調査会提供の航空写真

（平成 7（1995）年撮影）をもとに、一部現況に基づいた修正を加えた図面により算出し

たものとなります。 

平成 15（2003）年以降の調査は、東京都が 5年ごとに実施しているみどり率調査デー

タを参考に、市が独自に国立市域の緑被率を算出しています。また、平成 30（2018）年

以降の調査は、従来に比べて高い精度で緑を抽出することができる近赤外線画像【注】

を活用し、緑被率を算出していることから、それ以前のデータとの連続性はありません。 

このため、緑被率の推移を把握するため、平成 25（2013）年データについては、近赤

外線画像を活用した数値も併せて算出し、2種類の数値データがあります。 

【注】近赤外線画像：可視光よりも波長が長い近赤外線により撮影した画像。近赤外線画像を活用す

ると植物による光の反射特性を利用し、緑の抽出が容易となり、日影の緑地なども判読しやすくなり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 国立市の緑被面積と緑被率 

 

 

 

  

前計画値 

出典：前計画及び東京都みどり率データ 

（みどり率調査データを参考に、市が独自に国立市域の緑被値を算出） 
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表 2-1 緑被地・緑被率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同じ精度の調査で、比較可能な平成 15（2003）年⇒平成 25（2013）年にかけての緑被

率の 10 年間推移は、30.3％⇒24.6％と 5.7 ポイントの減少となりました。 

続く、近赤外線画像を活用した調査で、比較可能な平成 25（2013）年⇒令和 5（2023）

年にかけての 10 年間推移は、30.0％⇒28.0％と 2.0 ポイントの減少となりました。 

全体的に減少傾向にありますが、減少率は以前と比べ緩やかになりつつあります。 

 

表 2-2 区分別緑被地の面積推移（単位：ha） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分別（樹木被覆地、草地、農地）の緑地の面積推移を見ると、比較可能な 10年間推

移を合計した 20 年間において、樹木被覆地は合計 9.0ha の減少でしたが、草地は合計

27.2ha、農地は合計 27.0ha となり、樹木被覆地と比較して減少面積が大きくなっていま

す。 

  

区分 定義 抽出例

樹木被覆地 樹木・樹林におおわれた土地
公園、道路街路樹など公共施設敷地内の樹木・樹林地
住宅・事業所・寺社等の民有地敷地内の樹木・樹林地

草地
芝地を含む草地
（樹木・樹林におおわれた部分を除く）

公園、グラウンド、河川敷など公共施設敷地内の草地
住宅・事業所・寺社等の民有地敷地内の草地

農地
田畑地（樹木畑・果樹園含む）
休耕地（樹木・樹林におおわれた部分を除く）

田畑、果樹園、苗圃、市民農園など

区分別緑被地の面積推移（単位：ha）

区分 平成15年 平成25年 増減面積 平成25年 令和5年 増減面積
増減面積

合計

樹木被覆地 109.2 109.9 0.7 148.7 138.9 ▲ 9.8 ▲ 9.0

草地 57.8 32.0 ▲ 25.8 37.9 36.2 ▲ 1.7 ▲ 27.5

農地 80.1 58.8 ▲ 21.3 58.6 53.0 ▲ 5.7 ▲ 27.0

緑被地・緑被率の推移

平成14年 平成15年 平成20年 平成25年 平成25年 平成30年 令和5年

自治調査会
調査

面積（ha） 71.1 109.2 115.0 109.9 148.7 145.9 138.9

比率 8.7% 13.4% 14.1% 13.5% 18.2% 17.9% 17.0%

面積（ha） 7.0 57.8 30.2 32.0 37.9 36.5 36.2

比率 0.9% 7.1% 3.7% 3.9% 4.6% 4.5% 4.4%

面積（ha） 112.7 80.1 70.3 58.8 58.6 56.7 53.0

比率 13.8% 9.8% 8.6% 7.2% 7.2% 6.9% 6.5%

190.8 247.2 215.5 200.7 245.2 239.1 228.1

23.4% 30.3% 26.4% 24.6% 30.0% 29.3% 28.0%

東京都調査（近赤外線画像）

樹木被覆地

草地

農地

緑被率

緑被地合計（ha）

東京都調査
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図 2-9 平成 15(2003)年の緑被分布図 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：平成 15 年東京都みどり率データ 

（みどり率調査データを参考に、市が独自に国立市域の緑被値を算出） 


